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社会教育指導者とその養成に関する諸問題

一一北海道における社会教育 習受講者調査の結果について一一一

佐々木 介・ 嗣呂

概要

北海滋大学で閃かれた過去12回の社会教育支率:講習で，その資格を認定された者は715名に速する。受講者は教育

日制，学校教員が4訴を占め，受講平均年齢は35歳で、ある。そして現在社教主事を務める者が3j!fU，そ

の他の教育委員会職員が 1lliU，学校教員が3割である。

E混戦社教主;tJH土， 30代が5'，!fU， 40代が3説おり，受講特に教育委員会職員だった者が7割5分に透する。学歴は初

等・中等教育段階の者が6測を占める。経験生ド数は一定しないが，全体の7割が受講して l年以内に受講時の市町村

で採用され，そのヲ割が受講自立に採用の確約を得ている。

~1i， 社教主芸評未採潟者は 6 割以上おり，その 4 人中 3 人が社教主事になる主主:志なもっている。そして彼等の半数

が社会教育活動の何らかの阪で、指導助ぎにあたっている。

現職社教主事:141名について，その活動上当面しているもっとも困難な問題を調べると，社教主毒事の鐙かれた立場

に関するものが一番多く，回答数の7割以上を占め，中でも「定員の不足JI兼務多しJI資格上の問題Jが自立つ。
社教主宰の立場に関するもの以外では，青少年教育，地域の課題に関するものがやや多い。

つぎに社教主事が職務遂行上もっとも必要きとする知識・技術としては，特技，個体並びに学習指導技術，地域の課

題並びに社会教育計画立案，社会学・社会調査，心理学等の頗になり，極めて多方面にわたり，社教主事の職務の複

雑さを物語っている。

北大における校教主事講習の成果を，とくに最近の昭和41年， 42年度を中心に調べると，受講者が受講して役立つ

た事項としては，講習一般，社会教育に対する理解，学校教育との関連，講義内容，人間関係等に及び，本講習が校

教主事の育成とともに，社会教育の啓蒙及び受講者の同志的総合をも促進していることを知る。

一方，本講習に対する要望としては，講義内容，講義方法，試験等について回答を得たが，これらを十分検討し

て，今後の校教主事養成に生かしていくことが必要である。

目 次

はしがき 3 現職社教主事の学歴と受講持の職業

第 1掌 調査対象と調査方法 4 校教主事として採用された当時の状況

第2輩 社会教育'ヨミミ評議習受講者の受講持とその後の状 5 現職社教主事の霞かれている立場

況 第4掌現職社会教育主事以外の考察

i 受講人数 1 校教主若手をやめた人々の状況

2 受講者の年齢 2 その他若子の考察

3 受講者の職業 第5章社会教育主事の当閣する問題

4 受講者の学歴 l 社教主事の任務

5 受講者の地域的分布 2 社教主事が活動上当商する困難な問題

第3章現級社会教脊主事の考察 第6主主社会教育主主葬に必重さな知識・技術

l 送内の現職社教主導と分析対象 第7主主社会教育主事養成に関する問題

2 現職社教主事の年齢と経験年数 l 社教主芸評議習の科尽等
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2 受講して役立った事項

3 講習に対する婆望

はしがき

ひとくちに社会教育指導者といっても種々の場合が想

定されるが，本干潟では社会教育行政の場における指導

者，就中社会教育主導にその;焦点をあてて考察すること

とする。昭幸Ll34年の社会教育法改正によって社会教育主

事は市町村に必ず置かれることとなり，その活動は注目

されるところとなった。 ~U毎道大学では文部大症の委嘱

を受けて社会教育主宰{芸完成のための滋子守合実施するこ

と，昭和42年合以て12@]に及び，その間論調修了者の数

は700名以上に達するに至った。そこでこの時点で北海

道における社会教育主事講習の成架を把憶するための調

査が必要であると感じた。半い苦手方面からの協力とはげ

ましを得ることができたので，昭和42年6月この謁交を

実施することにした。

2朱ド喜務奇交て

もに，現職社会教育主事の当面する問題点主主びに社教主

事が職務遂行上必要としている知識，技術をたずね，さ

らに社教3::害事議習の評備に及び， これらの知識，技術が

講習でいかに満ずこされ，またさらにし、かなる要望となっ

て現われているか検討し，今後の指導者養成に対する参

考資料たらしめようと図ったものである。なお執筆は社

教主芸評議習の運営に参加してきたわれわれ2人が当った

が，第 1~4 宝章は高倉樹お，第 5~7 議は佐々木隆介が

担当した。

第 1軍調査対象と調査方法

北海道地区の社会教育3::事講習はすべて北海道大学で

掬かれているが，過去12@]の講習で社会教育主事の資格

を得た者(以後受講者と称する)は715名である〔表 l

(イ〉行〕。この715名はすべてが道内関係者ではなく東

北地区講習の収容人数の関係で青森県と秋回路の受講者

13人を昭和36年に綴入して行なっているので，若干名は

道外の者も含まれている。一方，北海道地区の講習が関

かれなかった昭和34年に18名が東北地区の講習を受けに

行った例もある例。したがって，もし道内のj司会会教宵r主

事資格安もつ立告を調まをするので、あれば， *~tから受講し

た者をl徐き，予定北で受講した者を加えなくてはならない

が，今回はそうした人々の占める割合がきわめて少ない

こと，北海道大学で行なわれた講習に関する意見をきく

ことに主力をおいたことなどから，前記715名を調主主の

むすび

表1 北海道地区社会教育主若手議努受講者数

及び今務笈の回答者数
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* 昭和134年に東北大学で[1M泊通れた議}~~に北海滋か 12)受講した人数

料 符森県，秋関係からの受講者13人を合む

お排 7芳森l限，秋ffllI早からの問答者9人を含む

わ紳* w森県からの習を持1¥'2人を含む

対象とし，東北で受講した者については別な弱から随時

考察することにした。

調室方法は，往復業主撃にアγケートを印刷し，発送・

活j収をfjなった。調査察の発送は，第 1~11開講習の受

講者に隠しては昭和42若手5月に行ない， 6月末を〆切と

した。また，第12回講習の受講者については， 42年10月

に発送電ピし， 11月初日を〆切とした。

回答状態は，滞留のぞ手間511]に事長 1-(ハ〉行に示し

たが全体では62.7%にあたる448人から回答があった。

しかし，事霊祭が)笛かずにもどって来たもの，返信が来

ないものも相当数に及んだたため，さらに種々の資料に

よって追跡調査を行なった。その結果全体の27.4%にあ

たる 196人の消浴、をう切ることができた(表 1-1-(ニ〉

アンケート問答者に加えると，全体の 90%が少く

ともその現住が石容認されたことになる。残る10%(71人〕

も，年齢，学暖冬5は受講持の資料から知ることができ

る。以上のように，本分析の対象として，本人の状態，

考え方などがわかる詳しさの程度に応じて3つの段階に

分けられる。受講者(金受講者をさす一以下向じ)，消

ω40 -
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J3、判明者〔現在の消息、が最少限わかっている者一90%を

さす一以下向じ)， アンケート回答者(アンケートに実

際に問答たよせた者…62.7%全さす 以下向じ)がそれ

である。次章で1主主にllíT者宅ど分析対象し，自色 3 湾~，第4

:阜でt主主ミに後 2 者を分析対象とする。以下第 5~7 撃は

もっぱらアンケート回答者のみを分本fiの対象としてい

る。

く<5主〉
(りn 北討海正i滋註数]符突守まZ妥3よ艮4会 「口」ヒ拍泌~;滋詰ω千社上三公主教下背守ω 草堺1

Lυi限惚羽和J4必21均f)9氏J衣乙 1お5ユをを多券主;以{乱iさjれたそ三こLい、。

第2撃社会教育金事講習受講者の受講

時とその後の状況

受講人数

過去12国北大で聞かれた講習をみると，講習の背景に

ある法的な側街の変遜にしたがって，大きく 3つの時期

に分けられる。第 1 は，昭和26~29if'の間に行なわれた

段初の 4 凶，第 2 が昭和35~41年の間に行なわれた 7

回，第3は昭和42年に関カ通れた最近の i回であり，この

間に法律;や省令の改正がなされている。

表 1-1-(イ)行に受講者数を示したが，第 1~4 回

の最初の4回は，受講者が50人以下の小説綾な講習とな

っていることがわかる。次の第 5~11閉までの 7 1ÞJは，

いずれも 50~100 人の問で、第 1~4 回より規模は大きく

なっているが，中規模議官ヨとなってし、る。昭和4211'翁令

が改正されて最初jの講習(第12回)をみると， 100人せど

こえて大鋭校講潤となっている。今後 100人をこえる講

習がつづくか活かはわから沿いが，前身JlJJ間が短縮ざさ
れていること，段近枚数主主Iに関する関心がとみに高ま

っていること等を考えると，今後大規模講習時代がつづ

くことも予想される。

715人の受講者の大部分は男性であるが，毎年ごく少

数の女性受講者が必ずあり，今までに21人に透している

く表1-1一(ロ〉行〉。 しかし今後婦人教育や家庭教脊

40才l-3μL品 JLS

議1の活動を活発におしすすめてゆくためには，婦人の社
会教育支干名やその方閣の理解者が多数必要である。

2 受講者の年齢

社教主事の資絡をもってし、る者は現在的歳ぐらいの人

が最も多いのであろうかっ表2-1に示すように， 30裁

から44歳の間の者が全体の62%を占めており，了皮社会

教育活動の街からみても働きざかりの主F齢の者ーである。

とりわけ30f¥:: ，それも後三手の者が目立ち， 35~39議の関

の者が4人に 1人の割になっている 3

表2 受講者の現在の年齢

人 比 芝ド

20日制裁 10 1.4% 

25~29ぷ 59 8.3% 

30"'"'34滋 159 22，2% 
3õ~39議 173 I 24，296 
40~44;王立 15.8% 

45~49h主 65 I 立2%

50~54Þ詰 50 γ.096 

55---5自主玄 39 i ラ，，%

GO~G4ii話 28 3.99:0 

65~69必 10 ! 1. 496 

ワ0'"""74主主

i1弓5|1 

0.7%' 

芯 亡 0.4% 

j∞.0% 

各国ごとに平均命令歯告をだして凶示した cr滋1-1)。
これをみると，昭和26~29年(第 1 ~4 回)の場合39歳

前後とかなり平均生子総は高いが，昭和35~37iF (第 5~

7沼)の場合，急激に王子均年，歯告が惹くなり， 35歳前後会

示している。次の昭和38年 c;:tI8 @I)以後は，さらに斎
くなってお歳前後を示しており，漸次受講年議会が若くな

る傾向がでてきている。

3 受講者の職業

どのような職業をもった人が受講し，資格を得てから

どのような状況にあるかは非常に重要な問題である。

まず受講持の職業主どみよう。表2 2に示した。全体

をみると教育委員会関係者が半数を占め，次いで学校関

係者が40%で，あわせて90%に透して

おり，他には，役場や農業改良普及員
40才
が5%いるのが自立つ程度である。

しかしこれを既述の3つの時期に分

けて分析してみると，それぞれの時期

に機業上の特徴がみられる。第 1~4

回までの時期は，教育委員会関係者が

全体の平均に近い50.8%を占ぬるが，

その中でもとりわけ道教委と各支庁教

育局関係者が37名ともっとも多い点が

27 28 29 35 36 37 38 39 40 
H H " " H " H " 

H 

図1-1 受講者の受講時の平均年齢
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表2 2 受講持の職業

第5日 11問
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注臼される。第 5~11出はi時期が長いため必ずしも一貫 透してゆくさまをよ号、ることができる。

性はないが，教育委員会関係者がさらに比設な増して このことは社会教育に関心なもつ人々の底辺な広げる

57.2%に達し，教員は35%程度になっている。そして教 という意味からはまことに好ましいことであるが，社会

育委員会関係者のうちでも，道や地方教育局に勤務する 教育主事:そのものを長成するという見地からみると，間

ものは少なくなり，市町村の教育委員会の総員がその9 題がなし、わけではない。図2-2は.1if主F受講者んの中に

;切を占めている点がR立つ。最後の第12関門をみると， 必ず見出される 3つの主な職業につし、て，各閉ごとにそ

教脊委員会関係者の比重:が低下して，教員の比重が56% の絶対数の推移をみたものである。もっとも釘立つこと

と急、上弁したのまた，従来まで全く議関への参加がみら は，市町村教委の関係者ーがtr;51巨閉l耳冴i可1.第61問u川iJのi議幾1子脅p内Jでで、J列i♂吋Ihf;お
れなかつfたd農塁業改良t努警及f員主の受;鴻講品待一3者雪が力加Hわつたことも特 に多数に及んだが，その後2、に少なくなり，第7開以後

築にあTこ品L、する O は横ばし、または再現械の傾向にある。そして学校教員は，

以上をみると，はじめにまず道が本先してその燃員に 第5回以後順次矯加しているが，第12盟主f除くと横ばし、

受講させ，つづいて市町村教委が次のi時期iこそこのi隊員 または漸消であり，急速にふえたとはし九、難L、。つま

の受講をうながし，さらに次の時期には住民とさらに接 り，校教主事が各市町村に必夜伽jになった斑後は.T!J町

近した立場にあるさ詳校教員や農業改良普及員に受講への 村は社会教育3三本をおくために，さかんに教育委員会総

関心が深まってきており，中央機関から次第に末端に授 良の受講をうながしたが名を長成するや次の社教主

70人 人

人

人

初

印

叩

1
l
l寸
i
l
J
l
i

邸入

soメ

! -140人

/43Gノ¥

f\rJ?っ1fI:~
。;刊行字芹可

~~凶岱 ~Ù 留民的治1'1

五五五五詰記 41

19
年年年年年年年年

年

40人い

20人

自人

子li-'a:少くとも教育ゐ委員会職員から育てようとはしなくな

ったことが知られる。さりとてこれを学校教員からむか

えようとL、う顕著なうどきもみられず，教員の受講もさ

してふるわなかったG つまり会社教育主主}1:を養成すると

いう例j閣が強かったのは第51m. in 6 1mまでで，以後は

社教主事の予備率を主に主主成しているにすぎないといえ

ないであろうか。

ところで，受講者の現在の験禁をみる〔炎2 3)と，

教育委員会関係者がやはりもっとも多く47.6%に誌やして

おり，学校関係者27.6%をはるかにしのいでいるc とり

わけ現在社教主惑であるものが多く，210名で全体の35.3

%を占め 3人に l人は社会教脊立三善主であるということ

69手，社教主事，

4%，役場機良が

図2-2 受講者の多い穀業の年次511]人数の推移 6.6%である。なお不明の者が全体の 1f~l]を占めるが，そ

表2 3 受講者の現夜の職業

山 42-
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わうち，高年齢で、既に現役をしりぞいたと忠われる者が
4 受講者の学歴

3部，どこかで教職にあると考えられる者が3観5分，役

場または教育委員会の職員と考えられる者が3割いる。 表2-4に示すように，彼等の学躍は千差万別である

表2-4 受講者の学療

が，問中・新潟卒の者が30.1% >d: ~iめ絞も多く，

大栄卒の者が24.5%おり，師範学校卒の者が17.2

%でこれにつづいているつまた，高等小学校や青

年学校卒の者も 6~/b近く L 、るc 干上教主事はその専

門性なおもんじられるが，そうした職穫を全うす

るためには，おそ字教育を経験しているに魅したこ

とはない。受講者の学日賢建三みると，断続'i'f:校卒及

び高等教育をうけた者のif~I.'主最近納金11傾向がュ符

しく全体:で56%に述しているが，まだ仁ド等教育

段階の一斉も相当の比重吉t'~lîめている。[死j阜の 3 つ

の年~'JtJlに分けて観祭すると，第 1 ~4liíl まではf泌

総卒業者が半数を占めていた。それがみ'í5~111司

のl時期にはIfJrj!卒，新潟水が合わせて35.6%でも

っとも多く，弱小や青年学校王手の者も 8.4%に迷

ずる。第12簡になると，大学 (4:ij三;tJlJ)の卒業者

が42%を占めているむそして刻範.1[::1制専門学

校，短大を加えると 4人中 3人までが高等教育ま

たはflrli範教育をうけた者で占められてし、る。

5 受講者の地域別分布

d 

社会教育活動はその地域に深いつながりをもつもので

あるが，受講者はどのような地域に散在しているであろ

うか。

奇襲2 5 市部，郡部別にみた受講者の分布(現住地〉

i逗 l市宮戸

内 l 宮E話;

本州

不明死亡

現役地が不明の者や慨に死亡した者が合計一77名いる

が，消息判明者638名について分析をする。 638名中22名

は現在本州にあり，残る616名が道内tこちらばっている。

まず市部に住んでいる者と，君E音s'こ住んでいる者に分
けてみると，表2 5に示すように，道内29市に230人，

190町村に386人がし、る。 l市町村平均では市部は7.9人

上の数字 その端医に生んでいる

受諾者数

内ごJ数字 i 南町村平均 人数

てIL: 本円方お 22人

住所不明・死七 77人

法 人主主段の校教主')lも含む

図2 3 受講者の地i或別分布〔現住地)

になり相当の人数だが，君I:m;は平均2.0人にすぎず，人数
のうえて、は慈がある乙しかし，受講者 i人当りの人口を

みると，市議:では13.000人に l人の¥!ftiでしか受講者がし、

ないのに，郡部では5.500人に l人の舗で、いることにな

る。

さらに分布を地域別にみよう。これを地図に示したも

のが関2 3である{ まず絶対数でみると，札幌に近い

察知地区が多く 110人，次いで地元札幌を含む石狩地区

が多く 100人，以下網走，上)11.十勝の11演でつづく。少

ない方では，機山地区の14人，根室地区の15人などがあ

る。 1市町村平均でみると，石狩地区が平均10人でずば

ぬけておい。これは拘院に56人が集中しているせいであ

るが，札税を除く石狩地区でも平均5人になる。そし

て，銭安日 (3.8人入 日高(3.1人).留務，鋭i路，根室

(各3.0人〉の各地区がつづく。少ないのは，檎i1I.渡

島の両地区で1.4人，後志地区の1.6人などで，道]tI3.道

南の地域が一様に受講者が少ないという地域的なアンバ
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表 3 道内現織社教主寄与の地域別分布

第3輩現職社会教育主事の考察

1 遵内の現職社教主事と分析対象

道教委社会教育課が昭和42年5fl 1釘現在調査した社

会教育::t事:設霞市町村数及び社会教育主事数は表3

(ロ〉行・(ハ)行に示した。市町村教委の社教主導主は 176

市町村に 194人。〉いる。その他に各地方教育局に 1人づ、

つ，道立青年の家に2人，そして本庁に8人的，合計24

人の道の社教主要存がおり，総数218人になる。市町村教

委社教主率の地域別分布をみると， ト勝が20市町村に23

人，網走が26市町村に29人おり市町村王子均 l人以上

の社教主事がいるが，胆振，日高，は市町村数の 6割程

度の人数の社教主事しかし、ない。

道内のお:教主事がいかなるノレートで資絡を得一て就職し
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(1昭和42年日月現夜)表3 2 現職校教主事の数，種類、，及び分析対象数
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143 69.5% 

i註内の E見級社教主

i 北大の議認を受講し現在i邑内で社教主事を
内 i つとめる者

東北大の講脅を昭和初年に受識し現:(E送内
で社教主事をつとめる者

u晃:(CE東北で校教主

なてコた現職社教主事 lO同]

*主く])今日若

林浅く2)参照

たかみると，表3 2の内訳の繍に示すように，北大の

綴裂を受けた者が206人の多数にのぼっている。そして

道教委段階の24人はすべて北大の議刊の結果社教主事の

織についている。政る12人仁!Iの4人はi昭和1341j'にj江I}すか

ら東北地!5¥:の;1llrunを受講した表であるが.fl也の 8人はい
かなるノレートで資格を得たか切らかではないの

今回の調査は第1'>容でも述べたように北大での受講殺

を対象とするもので、あるから，東北大学での受講者4人

とノレートが判明しない受講者8人を除く逃内の現職社教

主事206人と36年東jとから受講した現職社教主事4人を

加えた210人を分析対象とする(表3 2参照〉。

この 210人のうち，アンケートに問答なよぜた者は3

分の2にあたる 147人で、あった。このうち道内関係回答

者は 143人である。これは道内現職社教主事の66%にあ

たる。第511季以下にでてくる一連の分析結果は，道内社

100.0% 

70.0% 

教主事の 3分の 2の意見の反映なのである。

この 143人中16人は道段階の社教主惑であるο 本庁6

人，教育局，青年の家の社教主事は10人である(表3

l下段参照)。市町村教委の社教主事:は127名であるが，

地域政!の[filel'f状態は表3-1(ニ)行に示すとおりであ

る。

2 ;見職社教主事の年齢と経験年数

210名の現職社教主事はし、かなる年層のミ告が最も多い

のであろうか。表3 3 (ロ〉行に示すように. 5歳ごと

の区分でみると. 30~34歳の者が31%. 35~3ヲ歳の者が

25%.あわせて55%となり，主に30代の人々がその責務

をになっている。 40代の者も 30%でこれにつづいてお

り，この荷役代で85%を点めている。

何年輩の受講者の何割が現織社教主事なのであろう
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表3-3 現職社教主事の現在の年齢と金受講者中

に占める年齢別の比率

年齢区分

20 - 24 
初日 29 13 6.2 39.4 

初日 34 65 31. 0 50.4 

35 - 39 52 25.2 39.1 

40、-44 39 19.0 39.0 

45日 49 22 11. 0 35.8 

50日 54 13 4.8 27.1 

節目的 2.4 13.2 

60以上 0.5 2.2 

言十 210 100.0 35.3 

* 第 1-、11留の受講者595名の5議ごとの年齢構成を基準にして計
算した。

か。受講したばかりで採用機会が来ない第12間受講者を

除いた第 1~11@]の受講者 595 名を対象にして比率を示

したものが表3-3一(ハ〉行である。もっとも現職社教

主事の多かった30~34歳の王子!習では，この年震の受講衰

の50%が. 25~29歳. 35~39歳. 40~44歳の年!習もそれ

ぞれ40%近くが現職社教主事である。以下年齢が増すと

比率が低くなり. 44~必歳では 3 人に l 人. 50~54畿で

4人に i人の割合になっている。

現職社教主導は就任して何年ぐらいたった者が多いの

であろうか。これは目下のところまとまった調査v主な

し本人の回答をまっ以外にないため，分析対象として

ァγケート沼答者 147名にしぼらざるたえない。それを

まとめたのが表3-4である。これをみると 7年以上

表3 4 現職社教主事の経験生F数(昭和42年6月現者E)

の経験者は非常に少ないが，これは7年前北大における

講習が湾関される以前にはごく少数の社教主事しかいな

かったためであろう。 7年未満の者を 1年ごとに区切っ

てみると年以上はし、ずれも1O~20%の関で，これと

いった山はみあたらない。 2~3 年. 5~6年の者がそ

れぞれ18.4%いることが目立つぐらいで，現職社教主若手

の経験年数には一定の傾向はみられなかった。

35年に北大で講習が再開され，当時の受講習は実際に

社教主事になった者も多く，したがって. 5~7 年の緩

験者がもっとも多くの比護を占めていることが矛恕され

たのに，突擦は 1~3年の者が多かったこは意外であ

る。これは，社教主事の関に栃当新陳代謝が行なわれて

いるということなのであろうか。

3 現職社教主要事の学歴と受講時の職業

現職校教主惑の学歴を表3-5に示した。表の上設

に，学自主別の突数とその比率をのせたが，それをみる

と，新制高校並びに!日制中学校卒の者が45.7%を点めと

くに多く，大学卒の者 (16.2%入短大(学芸大学2類

を含む〕卒の者(9.59五〉がつづく。もっとも目立つこと

は，初等，中等教育段階の立告が6部を占め，自前範教育及

び高等教育をうけた者はHfUに満たないことである。

視点をかえて，表3 3 と同様，第 1~11回の向じ学

療の受講者のと*れだけが社教主事になっているかをみる

と，表3-5の下段に示すように，小学校・高等小学校

卒の者の 66.7%.閉鎖中学・新制高校卒の者の53.6%

青年学校・実業補修学校卒の者の44.8%が現職社教主事

であり，その比率が高いのに対し，師範教育，高等教育

を受けた者の比率は一様に低く，短大(学芸芸大学2類を

含む).大学卒の者がそれぞれ36%強を示しているのは

いい方で，師範学校卒の者については15.8%が現職社教

主若手でいるにすぎない。つまり専門織の基礎となる教宵

を師範教育や高等教育を通じて学んだ者が多く L、るの

に，それを充分に活かしていないのである明、

現織校教ヨミ毒事は受講特にどのような職業についていた

のであろうか。表3 6をみるとまず上段の実数と比率

では.210名中161名が教育委員会関係者(務干の教腎研

究所職員も含む〕であり，突に76.7%にあたる。次に学

表3-5 浅草誌社教主 tjj:の学J挺

大学 j合 計

川先 数

% 

学歴2lUのi':受講青中
におめる割合C%)*

* 告書 1~11閲の受講者 595 名の学燦燐成を基準とした。

34 

16.2 

36.5 

210 

100.0 

35百
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表3-6 現職社教主事の受講時の職業

実 数

% 
隠じ織業の金受縁者
中に占める比率C，百戸

*日11閉までの受講者の受講憾の職業構成を義擦としたく前掲表

2-2の上段2行の合計が分母〉

校長・教諭から校教主率になった人が多いが.15.2%を

占めるにすぎない。

i可じ職業につく金受講者中のどの程度が社教主事にな

っているのであろうか。前表同様第12回の受講者を徐く

595名を基準にして計算してみると，教育委員会〈教育

研究所〉関係者の48%が社教主事になっていることがわ

かるが，一方学校長・教諭は10%が社教主事になってい

るにすぎない。そして民間(主に自営業〉から社教主事

になった者が民間からの受講者の半数に達している点，

全体からみれば比重は低いが注目される。

4 社教主纂として採用された当時の状況

これまで考察した務職社教主事の状態をみると，高校

(1日制中学〉を卒業して教育委員会の職員として勤務し

ているうちに社教主事講習をうける機会に恵まれ，受講

後にその市町村の社教主事にすぐ採用されるというケー

スが最も多いようである。

この点をみるためにやや立入った考察をしてみよう。

表3 7は，ァγヶートに問答をよせた者のうち.35年

以後受講した現職校教主事をとりだして，受講から社教

表3 7 現職社教主事の受講から採用までの期間

(35年以後について〉

fl: 受講申込みの月くf月〉を基準とする。

主事採用までどのくらいの期間があったかをみたもので

ある。これによると，対象 133名中66%にあたる88名が

受講申込みから l年以内に採用されており. 1 ~2 年の

間に採用された者を加えると.88%が2:4'-以内に採用さ

れている。逆にいえば. 2年以内に社教主事にならなく

ては，その機会がほとんどなくなるということである。

表3-8-(a)は，受講特に住んでいた市町村と現在

の任地とが一緒か異なるかを，昭和35年以後受講した滋

織主主教主事 195;sを対象にみたものであるが，受講当時

の市町村と現在の任地とが同じ者が61%を占めた。もし

表3-8 受講時と現夜の任地の兵問及び採用確約

警の有無

Ca) 場所的粉途

Cb) 採用確約書警の有無

一旦受講さ当証寺の市町村で社教主事に採用され，その後他

の地の社教主事に転出した者も含めるとその比率はさら

に大きくなる。つまり，受講者は受講当時住んでいた市

町村の社教主事に採用される確率が高いということであ

る。

表3 8-(b)は，受講当時と現在とその任地が同じ

だった現級社教主事119名を対象にして，そのどのくら

いが受講申込み時にその市町村に採用確約議をもってい

たかをみたものであるが，結果は86.6%が採用確約蓄を

もっていたことがわかった。

以上の分析で，この節の冒頭で述べた傾向，つまり旧

制Ij中学・新宿j高校卒業後教育委員会に入って事務をと

り，その市町村から受講しすぐ社教主事に採用されると

いう傾向が，予想以上に強いことがわかる。こうしたこ

とと図2-2で述べた傾向を考えあわせた場合，優秀で

あり，かっ社教主事になることを強く望んで、いながら，

社教主事に実際に採用される白あてがない人々にとっ

て，社教主主葬の送ーを閉ざす方向にむかっているとするな

らば，これは一考を重きする問題であるというべきであろ

う。

5 現職社教主事の麓かれている立場

最後に， R正に行なわれているいくつかの調査を参考に

して，現在社教主惑のおかれている立場の一端を指摘し

Tこし、。

表3-9は，道内市町村の社教主事 194名を対象にし

て，教育委員会の教育長，次長，課長，係長号事の兼務の

表3 9 1'1教主事と教育長・課長・係長の兼務者

(滋教委調〉
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状態をみたものである〈的。

これによると課長や係長などと兼務していない者は90

人 (46.6%)にすぎず，係長と兼務している者91人

(46.9%)，課長以上の職務を兼ねた者が13人 (6.5%)

もいるのである。とくに係長兼務者は非常に多い。係長

と社教主事との兼務は，事務的な分野と指導的な分野と

の対立をふせぐといった蘭の効果もみのがせないが，社

教主事がひどく忙しくて一貫した計繭の下に活動するこ

とができず，また，事務的な業務に追われて，事務職員

さながらの状態になる可能性も強く，多くのマイナスの

面も考えられる。こうした社教係長と兼務しているケー

スが多いのは，教育委員会の職員として数年院事務をと

ってきた考が，その市町村の社教主事として採用される

ケースが多いことと何らかのかかわりがあるのではなか

ろうか。

こうした係長兼務の多いことは，社教会三事の務付にも

影響を及ぼしているようである。表3-10は，北海道社

会教育主事会が昭和40年末に，当時の市町村における現

職社教主事151名に対して一連の調査を行なったものの

一部であり，市町村でどのような格付がなされているか

をみたものである。 116人中47人が係長岡格と答え，下

級係長，ヨミ毒事または係員を加えると71人，全体の61%に

あたる。つまり半数以上は係長かそれ以下の待遇しかう

けていないことになる。

奇襲3…10 社教主事の格付(送社会教育支事会調〉

日々重要性を増す社会教育活動の指導助言者として高

度の専門性が婆求される社教主導であるが，真の専門職

員としての道はいろいろな函でけわしいものがあるとい

えよう。

くa>
。北海道社会教夜推進聖書瓜一昭f.l142年度-J く道教委事上会数手苦言葉
体育・青少年言葉)を参考にしその後判明した移動などを加えて修工E

したものである。

仁2) 昭和42年6月はちょラど道教委の改組の時機にぶつかったため，

本!Tの校教主事の移動もかなり大総なうえ，調査問答の締め切りなど
にも符照的なずれがあったため回答がまちまちになり，一定していな

L 、。

く3) この傾向;主尚等教育，特に大学卒の比率が例年にな〈多かった

く大学卒が42.3%)第12隠受講者を加えて分析してみると非常に著し

くなる。例えばi日中・新l勾卒の者はおよそ2人に 1人の害iりなのに大
学卒は5人に 1人の劉りでしか現級社教主事がし、なL、。

(4) 北海滋社会教育推進要項J(官官掲)281'{~36廷の名簿を参〆号iこ

u.こ。

第4章現職社教主事以外の考察

1 社教主事をやめた人々の状況

社会教育主事を経験し，すでにやめた者も数多いが，

今聞の調査で48人が確認された。この48人について，ご

く衡単にその傾向を調べてみよう。

表4-1 社教主事を経験しやめた者の年齢構成

人 数 比率(%)

総 数 48 100.0 

29重量以下

30議日制裁 8.3 

35~喜一 5君主主 11 22.9 

総務~ 44滋 11 22.9 

45旗印 49議 8.3 

50縁日制裁 8.3 

55歳、-59殺 12.5 

60議日 64議 14.6 

65主主以上 2.1 

表4 2 社教主事を経験しやめた人の現夜の職業

表4-3 社教主事を経験しやめた人の受講当時の職業

表4 は，社教主事をすでにやめた者の年齢構成で

ある。これによると， 55歳以上の高齢者が30%近くを占

めているが， 35~44歳の年}替の者が45%を点めて，高齢

者をしのいでいる。これは社教:=t事を最後に現役安しり

ぞいた者よりも，別の分野へ転出していった者の方が多

いことを意味するが，彼等の現在の職業をまとめたのが

表4 2である。かなりいろいろな分野にちらばってい

るが，教員になった者と，教育委員会を離れて，滋や役

場に移った者がそれぞれ30%近くを占めている。なおこ

の表にはのせなかったが，道や役場に移った者，公務員

から民間に転じた者合計17名の移った先の仕事の内若手を

みると，青少年対策家，住民課，広報課といった社教主

宰持代の経験を生かせる分野に転じた場合が11例会かぞ

えている点注目される。

なお参考のために，校教主事をすでにやめた人々には

四 47申
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現職社教主事:以外の人々のふだん行なっ

ている社会教育活動

-アシク-1践答総数

・草書主主対象者数く教育委主義会関係者を除く〉

・然 記

・関係している社教活動なし

.関係している社教活動あり

品
刊
訂
∞
目
出
∞

d

得。
L

T
必

伺

t
A

表4-5受講当時どんな職業の人が多いかを表4-3に示した。

ここでは教脊委員会関係者の比重が80%をこえており，

今までにみられた一般的傾向をさらに顕著に現わしてい

る。
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f具体的内容〕

O公的社会教育活動
・社会教育委員

・運営審議会委奥(公民総・湾年の家〉

.公民館分館長記

・青少年問題協議会

.11tr教待推進委員・文化財委員

。事務局員

・新生活一運動協会事務均等

.協議会・述級事務局

。学級・講座

.学級按導

.露11lH昔話事
Osll体指導

・4苦少年
・嫡 人

・子供会

.p T A 

01部落会・公民館分館活動指導

。社会体湾関係活動

・社会体育委員

・体育手首選事委員

・1 ポ戸 Y罰i;l:f詰2事
。社会福祉関係活動

・社会繍祉協議会委員

・民生委主主

・符少年相談民・ ~f少年布主導

・他社会福祉iiIi劾一般

。改良t普及率議

。交通指導

その他務干の考察

I 校教主導になる窓志の有無

まだ社会教育主事に採用されたことのないえ警はおよそ

全体の6都を占めると考えられるが，彼等のうち，どれ

だけが今後社教主事としてやってゆく意向をもっている

のであろうか。

2 

主主教主事未採用者の今後社教::l:.撃をやる

意志、の有無

未定 i無言己:

k

υ

η

d

n

d

の乙

ス
u

。，伽

なLあり

1561 1561 115 

-1 100.01 73. 7 

981 921 74 

-1 100.01 80.4 

IEI答
あり

4 

第 1日 11図1;定数
議官司受講者1%

笑数

% 

表 4

98 
第12回講
演受講者

彼等が凶答した主主体的活動内容は表4-5の下段に示

した。

それによると，社会教育委員，公民館建主主審議会委員

など，公約社会教育ー活動を推進する委員をしている者が

4分の lの25人に達する。社会教育活動と密接につなが

っている新生活運動協会といった協会や連盟の事務局に

いる者5名，青年学級・婦人学級等の指導やその他諸々

のま誇艇を指導する者16名，青少年なと'団体指導を行なっ

ている者76名，その他公民館分館や部落会活動の指導を

している者もいる。一方社会体育活動を行なっている者

も，体育指導委員など合中心として12名をかぞえ，さら

に社会福祉関係の活動をしている者も 9名L必。農業な

とやの改良普及率業を行なっている者も多い。

以上のように，社教主事になっていない者でも，主主主芸

な分野で活動をしている人がかなり多七社教主事講習

の効果の一端をうかがい知ることができるといえよう。

由 48-

* このうち10人は幾重量改良普及員

未採用者のうちアンケートに回答をよせた者を対象に

して分析したのが表4-4である。この表は，採用の機

会が来て関もない第12回受講者と，それ以前に受講した

え告に分けて示してみた。第 1~11回講習の受講者で対象

となる 156名のうちおおよそ4人に3人は今後社教主事:

としてやっていく意志があると沼答している。校教主要葬

になる窓志のある者の粉当数がすでに社教主著者ーになって

いることを考えると，やる意志望ピもつ者の比率はかなり

高率である。一方第12回講習受講者は， 5人中4人がや

る主主忘ありとしているが，当然採用されることになって

いる者もこの中には含まれており，また受講i直後で、ある

という率直憶を考えると，さして高率ではないように思わ

れる。なお第121ill講潔受講生のうちゃる意志がないこと

を表現した16人中10人はこの年度から加わった農業改良

普及員である。

ii :if素行なっている社会教育活動

最後に現職の社教主事:や教育委員会で社教関係の業務

を担当しており，日荷役会教予言活動に参加しているもの

を除いた他の人々が，王子言葉どのような社会教育'ifli動をし
ているかをまとめてみよう。対象は表4 5上段に示す

ように，アンケート回答者中，教育委員会関係者を除く

231人である。この231人中 100人は，質問に対し何の回

答もしていない。そして31人は関係している活動はとく

になしといっている。結局活動を具体的に言とした1警はお

よそ4舗の100名である。



社会教育指導者とその養成に関する諮問題重

社会教育主事としての活動上当面してい

るもっとも困難な問題

〈社教主事 141名の殴答 M.A.)

表5-1
社会教膏主事の詣面する問題第5章

151 

22 

15 

5 

5 

E 

204 

-社会教育主事の遂かれた立場に関するもの

.資少年教育に関するもの

・地域の課題に自書するもの

.婚入・家庭に隠するもの

.成人教育に関するもの

・その f白

雪ト

まず社会教育主事自体の重量かれた立場に隠するものか

ら調べていこう。〈表5-2)

社会教育主事の置かれた立場に衡する問題点

数字は問答数

表5-2
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'5主奥の不足
・兼務多し

・資格ーとの鰐題

・関係機関との関係

・仕事に退われ勉強できない

.経費の不足

・機動力の不足

・専門性

・軍軍事務の無l'!ll解

・校教義事活動の限界

.主士会教育への無潔解

.活動拠点の不足

・雑務多し

・仕事の領域が広すまる

.休息できない

・研修，出張旅費の不足

.ft政組織における人隠関係

.学校教育との関係

・教育委主連会の主体性

.字上教主事の人事交流

・指導技術の未熟

・研修の機会なし

'ilil町村間の格凌

・社会教育指導f持4
・給与認し

• E再いテ yポの分掌毒事

・調査研究の範Illlが不ljJJ

.指導上の資料不足

・絞望新こうとい

・{宇E主がと罪事司の結束，行政に日を向けると社数議事の立

場が微妙になる

社会教育主事は指導主導とともに教育公務員特例法第

2条において r専門的教育職員jと規定され，社会教
育法第9条の3で r社会教育主導まは，社会教育を行な
う者に等門的技術的な助言言と指導を与える。但し，命令

及び皇室替をしてはならないJと規定されている。ところ

で社会教育主事の専門性については，いくつかの見解が

みられるが，一般には， (1)教育方法，教育技術面での専

門性， (2)教育内容についての専門性， (3)社会教育行政，

各種社会教育に関する現象についての知識を有し，それ

を指導の内容とするという意味での専門性という 3分野

が認められている。そして上記いずれの場合も，社会教

脊主事の導門性の内容として差支えないと考えられてい

るが，現状では(1)と(紛が主となり， (2)までは期待が濁難

で，各専門家を有効に活用する能力を養うことが実際的

であると考えられているといってよい的。

そして社会教育主惑の任務としては，出アドバイザー

(adviser)， (2)プロデューサー (producer)，(3)プラγナ

ー(planner)としての役割が挙げられており，地域社会

の教育診断が社会教育主宰の主主要な仕事とされており，

そのための専門的な知識が要求されている。また社会教

育主事の助言，指導の中味は，社会教育を行なう者に，

その行い方，計爾の立て方，自発的な学習の展開方法号事

を示すことであるとされている例。従って社会教育主事

は，住民にとって何が必要か，欠けているものは何か，

侭を学留すべきかについて気づかせしめる重要な資務が

ある。

以上のような任務と役割を謀せられている社会教育主

事が活動上当関しているもっとも困難な問題は架して何

か，さらに彼等がその職務遂行上もっとも必要な知識・

技術は侭か，以下これを社教主率の回答の中から探って

いこうとするものである。

社会教育主慕の任務

上記の中でとくに多いのは「定員の不足JI兼務多しj

「資格上の問題Jの3点、である。 r定員の不足」では社
教主事定数の不足，増員の必要が訴えられており r兼
務多しJではここから多くの随難な問題が派生すること

がわかる。 I資務上の問題jでは社教主喜多の行政上の位

霞づけ，身分・格付の問題が提起されている。以下主要

な項目について検討してみよう。

「雑務が多し」は専門的職務に専念できぬことにな

り， I仕事の領域が広すぎるjは関連業務が多く，指導

業務と一般業務を抱えて務労していることを物言寄ってい

る。「仕事:に追われ勉強できないJr休息できなしづは時

-49四

社教主事が活動上議醸する閤難な問題

本道における現職社会教育主宰 141名から，社会教育

主事としての活動上当面しているもっとも殴難な問題に

ついて回答を求めたところ，表5-1のような結果が得

られた。

これによると，社会教育主事自体の置かれた立場に関

するものがもっとも多く回答数の74.0%を占め，以下青

少年教育に関するもの(10.2%)，地域の課題に関する

もの (7.3%)とつつ守き， 婦人・家庭教育に関するもの

や，成人教脊に関するものはごく少数である。

2 



地域の課題に関する関是認点

-地域社会の言軍慰抽出法

.地域構造の分析

・地域的閃襲

・住民の理解度把握の方法

・町村合併による住民総j織統一

.部落防と囲I全体の害時数

・住民主主織の高揚

・地方公共団体の政策路線に社会教湾を打ち出すこと

.生産と教育をいかに生かすか

・都市の生産，生活構造の変化に対応する社会教育行政

と指導

・具体的な談業振興計磁なし

・経験と感による教事著から語竜王をによる教育へ

・"'17.・コミ，都市化，行政の官僚化による参加抑制と

住民の滋j!!f

5

1

1

1

1

1

1

1

1
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表5-4

ものが笥立っている。そしてこの表に示された諸問題の

克服は社教主事の任務遂行の上で，極めて震要な分野を

占めるものと考える。

最後に婦人・家庭教育，成人教育，その他に関する問

題点を一括して掲げておくが，ここではとくに顕著な傾

向はみあたらず，男子成人の社会教育への理解のための

問題が指摘されている程度である。(表5-5)

婦人・家庭教脊，成人教育等に関する問題点

1

1

1

1

1
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間の不足を歎く戸である。 i専門性」では社教主事の専

門職，専門性の確立な望み 1社教主事活動の限界Jで

は公民館との区分，職務上の権限，町村職員たることの

限界を衝き i社会教育指導体制」の確立を主張してい

る。

「関係機~との関係J では，行政上の関連，協力体制

の確立，関係指導団体との関係，縦割行政の弊客等が指

摘されている。 i理事者の無理解jの中には理事者が研

修・研究に快く出してくれないとL寸悩みがあり， i社

会教育への無理解jでは社教主事の職務の内容が明確で

ないことに起因する開題ではなL、かと述べている。 i学

校教育との関係」では町村当局が学校教育にのみカを入

れる，学校教育関係者の協力が得られぬなどが挙げら

れ，財政権に左右される「教育委員会の主体性」欠乏も

務機されている。また「社教主事の人事交流」では転任

等の公約制度が無いことが指摘されているとともに，彼

方において「卒いテγポの分掌替」に対する不満もあ

る。 i行政組織における人間関係Jでは仕事の遂行上務

長待遇が必要であるという戸となって現われている。

「活動拠点の不足」では公民館なし，社会教育施設不足

が挙げられ i機動力の不足」では社教主事:の足となる

自動率，パイク号事の無いことが挙げられている。

以上に示した諸々の回答の中に，現在の社会教脊主事

の霊まかれている立場が浮彫にされているといえるであろ

う。

つぎに青少年教育に関する問題点をみよう。 ワ

ゐ

吋

A

4

4

4

4

督少年教育に関する問題点

ここで問題点、について社会教育主事の生の子討をいくつ

か伝えておくことにしよう。

「総合社会教育推進のために必婆な市長，部局及び社

会福祉事務所との提携J(砂川市〉

「石炭都市のように変貌の激しい地域社会では青年教

育の基盤についての予測が閤難J(夕張市〕

「家庭教育学級不参加者の把握とくにカギッ子問題児

のある親に対する参加意欲の向上対策J(後志・岩内町〕

「各種団体指導において年中無休の漁民が対象のた

め，対策がたてにくいJ(臼高・幌泉町〉

「絞近他管内への出かせぎ増加により，住民の動向が

激しく，どんな手段で教育活動を推進すべきかとまど
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-湾少年の爽態re擢凶器f
.資少年教育

・脅年の綴織化限難

.市街地青年の鈎題

・ポラ yテイア， 9ーダーの発掘と養成
.湾少年の流出

・対象者の関心のとらえ方

.一般教養の在り方

・中小企業の資少年教育

・勤労資少年教育に対する卒業主の理解

.漁村社会の変貌に対応する脅少年教湾

.予雪年団体活動の体質改善の方法

・予寺年学級対象外の勤労青年対策

・幾村から都市iこ流出t."その中で孤立している督年の

指導と組織づくり

・地域児童童会と学校児童会

表5-3

表5-3にみられるように現在における青少年教育の

重要問題を網羅している感があるが，中でも青少年の実

態把握とその組織化，並びにボランティア・リーダーの

発掘と養成にm難を感じている様子がうかがえる。
これに次いで，地域の課題に関する問題点としては表

5-4に示すとおりで，地域社会の談憩抽出法を挙げる
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〔婦人・家庭教育〕

・婦人の学習意欲向上

・締人Bll体活動の民主化，自主活動

・婦人E自体の生援活動の方向づけと展開
.会社社宅の婦人部活動が会社中心になる

.家庭教育学級不参加者の把握

〔成人教育〕

・男子成人の集会と教育方法

'PTA活動と成人教育
・父親の社会数育への理解

・感情的対立の中における成人教育のすすめ方

〔その他〕

・築間指導の在り方

・市街地における学穏築沼化

・各稜学習活動を縫上11方式で行なう
.行事の入築め

・講師陣の不足

・マ1・3ミの効果民1利用法
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やり方J，r毛筆を使えることJ，r謄写技術J.r短文を作
れることJ.rバイク・自動車遂転技術J(各 1)等があ
りまさに多種多様である。

II 団体ままに学留指導技術 ここでは「団体運営指

導技術J(30) と抽象的に記した回答が多く， そのJ主体

的内容をうかがい得ないが，やや具体的な事例として

は r青年，婦人学級のカリキュラム編成J(4)， r家庭
教育のすすめ方J(2)， r学級等の教育計画の立案J，r青
少年教育の中での学習活動のすすめ方j，r行政的学習の
運営技術J，r公民館の指導」などを挙げることができ

うJ(渡島・戸井村〉

以上を遜じていえることは，今後社教主事の積極的活

動を期待するためには，その活動方向を明確に示してい

くとともに，現在社教主事が震まかれている立場を十分検

討して，その処遇について深い考慮を払っていくことが

必要書であろう。

く注〉
(1) 例えば，福島l~富彦f自著「減税社会教育行政J 昭和39年. 82-4頁

を参照されたい。

(2) 臼潟幸男 F社会教育主理事の職務Jcr国立社会教育研修所紀要」第
1集，昭和42年〉を参照されたい。

第S輩 社会教育主事に必要な知識・技術

つぎに社会教育主事が職務遂行上もっとも必要きとする

知識・技術について調査してみた。 これについては 141

名から292にわたる回答を得たが分析の使主主上表6-1

に示すような項目の分類を行なった。

表6-1 社会教育主事が職務遂行上もっとも必要

な知識・技術 (社教主事141名の回答 M.A.)

1 狩 技 56 

2 [ill体並びに学留指導技術 40 

吾 地域の課題発見主主ぴに社会教育苦i樹立型軽 26 

4 社会学・社会調査 23 

5心理学 20 

B 対象iJU教育 19 

7 潟係法規・行政 18 

8 社会・E霊業知識 18 

9 パ-:;ナ 97'"イ 16 

10 グループ・ダイナミ Yクス等 13 

11 社会変貌のみとおし 12 

12 社会教育理論及び基礎知識 10 

13 築礎科学等 9 

14 教育譲念等
15 その他 7 

言十 292 

大別して15項おとなるが持主主の56(19.1%)を筆頭

に，団体並に学習指導技術(13.6%)，地域の課題発見

並に社会教育計醤の立案 (8.9%)，社会学・社会務まを

(7.8%)， 心理学 (6.8%) と続~， 以下対象別教育か

ら教育理念まで裾長くちらばっている。つぎにその内容

を詳細に検討してみよう。

I 特技 これは圧倒的に多く，その内訳をみると，

「体育・レクリエーγ 認 γ技術J(18)， r視聴、党技術j
(12)， r話術j(12)， r音楽技術J(5)等が目立つ。視
聴覚技術とは16ミリ映写機の操作技術. 8ミリ挟甑，ス

ライドの製作技術などを指している。また音楽技術の中

には，歌唱指導，楽器演奏が含まれる。

これに続いて.r芸術文化商の特技ム「人集めの技術j，
f広報技術j，rアイデア・マンとしての知識j，r講義の

る。

III 地域の諜題発見並に社会教育計衝の立案 「地

域の課題，住民の意識抱擦のための調変診断の知識と技

術j(12) が多い。 この中にはベッドタウンとしての登

別町(胆振〉の診断知識と技術を挙げたものもある。以

下「社会教育計画の立案j(4)， r:総合的視野に立つ社会
教育計腐とその推進j(3)， r課題の総合的把握と計画
化j(2)， rむらづくりの総合計画の理論と実際J，r社会
の変貌にともなう社会教育における学習内容の編成J

(各りがある。ここに示すものは校教主事の活動にと

って，もっとも蚤婆な分野に属するものといえよう。

IV 社会学・社会調査 地域の課題発~のために必

要とされるものであるが， r社会調査J(16)， r社会学J
(4)， r教育社会学j(2)， r都市社会学j(1)等がある。
V 心理皇学 社会を構成する人間を考察するための

心理学は「青少年心理J(8)， r社会心理j (7)， r心理
学j(めとなっている。

VI 対象別教育 「青少年教育j(8)がもっとも多

く，他は「成人教育ーj，r産業教育j，r消費者教育j，rこ
ども会の諮問題j(各2)，r婦人教育J，r家庭教育J.r芸
術教育j(各 1)となっている。

VII 関係法規・行政 これについて挙げたものもか

なりあり， r一般行政j(6)， r関係法律j(4)， r予算の
仕組j，r教育行政j，r社会教育関係法規j(各2)，r社
会教育行政J，r地方自治の浸透と住民活動j(各 1)の
般に伝っている。一般行政の中には，遂・支庁・町村の

行政の方針を挙げたものもある。社会教育主毒事はその職

務の遂行上，一般行政にも通暁していなければならぬこ

とを物語っているといえよう。

VIII 社会・産業知識 ここでは「世界情勢J(の
をはじめとして， r政治と生活の結びつきJ，r社会構造・
意識構造j，r地域活動j，r都市化問題j，r産業構造j，
f地域基幹産業J，r農民意識j，r.農業経済j，r農業経営
の実態j，r;農村問題j，r差是業後継者対策j，r水産業改良
普及員としての知識j，r家の知識J，r老人関係知識j，

i
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「生活費の調査と分析J(各 1)等が巾広く記されてい

る。

IX パーソナリテ 4 知識・技術とは~、えないが，

この分野には.r広い視野J.r社交性J.r金鍾性J(各
3). r人間性J(2)等があり，さらに「抱擁カJ.r大衆
性J.r洞察カJ，r笑践カJ.r情操J(各 1)等がある。
社会教育主事に要請される資質が多岐にわたっているこ

とをまEることができる。

X グループ・ダイナミックス害事 とくに新しい応

用的学問として一括して掲げてみると. rグループ・ダ
イナミックスJ(6). rグノレ…プ・ワークJ(3)， rカウ γ
セザングJ(2). rケース・ワークJ.rグループ・スーパ
ーノミイザーとしての知識J(各1)等があり， これらは

社会教育主事にとって，かなり車魅主カのある新しい知識.

技術であるように

XI 社会変貌のみとおし 字社土会の変貌に対処して行
動でで、きる能力が必婆とされてくるが， ここでは「持代の

変化の方向と人心を把媛ずるカJ(4). r社会の変貌につ
いてのみとおしJ(2). r世界的視野から社会教育をとら
える力J，r社会教育を住民の中に浸透させうる知識・技
術J.r社会教育に興味をもたせる方法J.r地域住民と話
しあえる人間技術J，r社会教育を行政の中にとりいれる
手腕J.r自己の社会教育観J(各 1)号事を挙げることが
できる。

XII 社会教務理論及び基獲知識 「社会教育J翌日命」

(5)， r社会教育基礎知識J(.3)， r社会教育実践例j(2) 
号事がある。

XIII 基礎科学等 「社会科学J，r経済学J，r教育
学j.r歴史J.r伶漣学j，r道徳J，r宗教J，r美術J，r生
活科学JC各 1)等合数えることができる。

XIV教育理念等 明確なものではないが， r教育守
理念、J，r近代化にともなう指導理念、j，r民主A委員論J，
「教育計画J.r教育方法論J(各1)等を記しておこう。
XV その他 社会教育主事の研修及び現職教育会の

必要を述べているもの等で占められている。

以上から結論づけられることは，社会教育主事が職務

遂行上もっとも必要とする知識・技術は極めて多方頂に

わたっているにせよ，その主婆な柱となるものは，地域

の言葉題発見のための診断技術であり，その基礎となるも

のに社会学，社会調査，社会・産業知識等があるといえ

る。また他方においては，青少年，成人・婦人指導のた

めに，団体立立に学習指導技術が必要になってきている。

そしてこれらと関連して，体育技術，視聴覚技術のよう

な，いわゆる:持技が必要とされており，他方人間とその

集団をヨ考えるための心理学，グループ・ダイナミックス

等が求められている。その他社会教育主惑とじて，一般

行政，法令，社会教育法規，社会教育基礎知識等が挙げ

られ，それに住民に接する上にパーソナリティも;忘れら

れてはならなし、。

第 7章社会教育主事養成に関する問題

1 社教主纂講習の科§等

社会教育法第9条の5に「社会教育主導主の講習は，文

部大慌の委嘱を受けた大学その他の教育機関が行うJと

あるが，北海道においては北海道大学が昭和26年以来社

会教脊主事養成のための講習を実施してきたことはさき

に述べたとおりである。本意ではとくに，市町村の社会

教育主導主が必霞制となった昭和34年の改正社会教脊法以

後における本講習の成果について検討な試みることにし

たい。社会教育主事講習等規定(昭和26年文部省令第12

3ラ，昭和34年改正〉には社会教育主芸評議習科目名が記さ

れている(表7… 1)が，本衰のうち申書干に掲げるすべ

ての科目の単位並びに乙群及び丙若手に掲げる科目のうち

からそれぞれ2科目以上を選択することとされている。

表 7 社会教育主芸評議習科目名

書事 科

O 社会教育係議
ql O 社会教湾:;l:
O 社会教育行政及び社会教蒋刻政*

O 湾少年教育
O 成人教育
O 視聴覚教育

llli O 社会教育施設
o il笠業教育

乙
O 教育校会学
O 社会心理学

封下
教育心殻学

社会教育演潔

文化史

内 社会教育と道徳・宗教

O 社会教育と科学
O 社会教脊と芸芸術紳

家路教脊

書F O 体育及びvクyエーVヨンお帥
通f言教脊及び学校関放

* 本科目のみ2単位，偽は全部1単位
帥 昭和57王手のみ実施した

和帥 Il!l和57年を徐き毎年実施

。印l土北海滋地区議潔における関縫糾呂

日

北海道大学では昭和35年以降例年まで7年間にわたっ

て，これらの科目について議事雪が実施された。期間は7

月中旬から8月下旬に及ぶ約50日間であり，議締陣は北

大教1ぎを主体として，これに文部省，北海道教育委員

会，北海道庁，民間その他が加わり，毎年約40名の講師

が指導に当ったのである。
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昭和42年社会教育主事講習科目(北海道大学〕

科 目 .!ji佼数 備 考

社会教育概論

社会教育史 社会教育史，r，豊漁村問題史，婦人問題史を含む
社会教育行政

資少年教育

成人教育 1 
{本脊及びVク3エ-1/ヲ y 1 

社会教育演湧く視聴覚教資によるものを含む〉 1 社会調重量， fjjj体指導，視穂党教育を実施

社会教事署特殊議議 5 教育社会学，社会心理学，家庭教育，職業教育及び職業指導，科学・技術，

文化財の保護，持率問題の各小科目を笑施

2 表 7

2. 社会教育特妹2審議の内容の一部を示すと，教育社会学く農村社会，漁村担会.都市社会〉社会心理学(グループ・ダイナミツク1を
合むコ職業教育及び職業指導く産業構造を含む〉科学・技術く統計の方法曹公衆衛生，生活と住居など〉である。

社会教育主事講習を受講して役立ったこと

一昭和41年度受講者39名の部容 M.A.- 数字は鴎答数

3 表7

〔一般〕

・人間としての視野を広げた 5 

・ものごとを客観的にみることができるよラになった 2 

・よわL、40歳にして学習の機会にめぐまれたこと 1 

・講習の会部がためになった 1 

・ ~y問への隠心が高まった 1 

・一般知識の向上 1 

・北大で受講できたこと 1 

・総滅ある議闘の講義を蕊接受講できたこと 1 

・各議締の研究をとおした体験がにじみ出て考えさせられた 1 

・専門家の講義をとおして私論をもてたこと 1 

・わが閣の学問研究と大学の笑態を体験できた 1 

[社会教育]

・社会教育に隠する全般的知識を体得した

.社会教育の君主要性を混解した

・社会教育に対する基本的な考え方議立

・専門的知識を身につけ現場指導に自縫をもった

・社会教育法規を知り，法令を務む心がけができた

.社会教育に対する視野を広めた

・社会教育に隠心をもった

・社会教育行財政の全体が現解された

・社教主撃の果たすべき役割jりがわかった

〔学校教育]

・学校教誇と社会教育の関連を緩解した

.地域の義務教湾遂行のためにも役立つ

・教育の日常の指導の範囲が狭いことを知り， もっと広

い学欝にはげむことが必婆と思った

・村の教育と卒業生の卒後指導に役立つ

L内容
・住民主主識の後発・綴織活動の推進のために役立つ 1 

・廃漁村生活の実態と今後の議題を認識 1 

・地域社会研究の方法を知った 1 

・紹介された資料がその後の研究に役立てコ 1 

・人との援し方，訴し方，仕事の進め方，導入の仕方に役立て:>1 

・青少年問題 1 

・社会教育原論 1 

・社会心理学 1 

・社会教育と科学 1 

・特別講義が印象に残った 1 

〔人間関係〕

・悶級生との交流が刺激になった

・社会教育史監若者と親密に話し合えたこと

.職業と人情lの深いつながりがぜまた
〔その他〕

・社会的に認められるきっカ吋?となり，仕事がしやすくなった 1

p
b
a
u可

au司

x
u
x
u

。44
A
4
ι
a
-
4
A

2 

1 

しかし，昭和42年に塗って，文部省は省令の改正を行

ない，講習科目等の繋備を行なった。その結果42年の講

習科目は表7-2のとおりである。講習科臼等改正の主

要きな狙いは，従来の講習の成果を検討した上その反省の

上に立ち，とくに教職経験者が社会教育主事に転出しう

るよう学校教員との人事交流を図るために科認の内容を

考慮するとともに，科目の整備による期間の短絡を行な

い，受講者にも，講習実施側の大学{\l.~にも便宜を与える

ための措震であるときいているい〉。

前年度までの科目との相違をみると， 1手群，乙群，内

群のBせがなくなり，必修科8数が8となっている。科罰

別に検討すると I社会教育原論」が「社会教育概論」

に変更になり.I社会教育行政及び社会教育財政j(2単

位〉が「社会教育行政j (1単位〉となっている。新た

に必修となったのは.r体育及びレクリエーシヨンj.r.社
会教育演習j(各 l単位入「社会教脊特殊講義j(3単位〕

である。従来甲若手必修に置かれた「祝聴覚教育j. I社

会教育施設j.I産業教育」の3科目(各l単位〉は今回

の改正によって r社会教育特殊講義J中の小科目に匂
合されることになった。

社会教育主芸評議習受講者が本講習を受講して役立った

事項と講習に対する希望を金受講者について調査したの

であるが，昭和26年から2ヲ年までの3年間については，

余りに古いことなので，その結采の紹介を翁臨書すること

とし，ここでは改正社会教脊法による講習即ち昭和35年

以降の結果を検討することとした。しかし累年の回答は

ほぼ問様な傾向を示していると考えられるので，ここで

は比較的新しい資料にもとづく昭和41年.42年両年度の

資料を示してみることにする。なお35年度以降の資料は

必婆なものを随時示すことにとどめたい。

と，表7-3のとおりである o

q
J
 

に
ノ

受講して役立った事項

i 昭和41年度講潔

昭和41年度受講者39名の回答〔問答率69.8%)を記す

2 
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-産業権造

・社会心漢学

.余暇情慾

(39 年〕

・体脊・レクFエ-i/ヨγ
(40 王手〕

・視軍事党教育

.資少年教育

・社会教育行財政

・グループ・ダイナミックス
.生活と住居

(41 年〕
.社会教育原言語

・資少年問題

・社会心渥学

・社会教育と科学

.特別講義

年度によって務千の変化があるが，ここに現われた限

りでは， r社会教育原論J(昭和35~37年)， rグノレープ・
ダイナミックスJ(35年)， r視聴覚教脊J(40年〉等が役
に立った科目として隠立っているといえよう。

ii 昭和42年度議習

こんどは昭和42年度の社会教育主事講習について役立

った事壌を調べてみよう。この年度は社教主事講習開始

以来，もっとも受講者数が多く，しかも日程が切りつめ

られているが，受講者 120名中98名(回答率81.6%)の

回答を得て，その結果を整理分類したものが表7 5で

ある。その内訳は，一般 (37)，社会教脊 (52)，学校教

育(18)，内容 (39)，人間関係 (8)，回答数計154とな

り，前年度にくらべて，内容に関するものが沼答数の18

%から25%に橋加していることがとくに目立つといえよ

う。

この表によれば，一般(14)，社会教育 (24)，学校教

育 (3).内容(10)，人間関係 (3)，その他(1)，計57

に及ぶ害者々の感想が記されているが，全般的にみて，講

習一般や社会教育全般に関するものが多く，講義のJ主体
的内容については示されていない憾みがある。しかし，

学校教育と社会教育の関連や人間関係について寄せられ

た回答には注意すべきものがある。この年度以前の問答

もほぼ向様な傾向を示していることは，さきに指摘した

ところであるが，注目すべきものをー，二挙げれば以下

のようなものがあった。

「東京教育大学で純理論的見地と展開，北大で実際的

問題の分析の方法と理解の仕方を学んだ。J(昭和35年受

講者〉

「問題意識を持て，社会基盤に立てといわれた留問先

生のことばが印象に残った。J(昭和36年度受講者)

ここで問題を講義内容にしぼって，累年の役立った科

目をとりあげてみると，表7-4に示すとおりである。

但し質問は f社教主事講習を受講して役立ったことJと

いう一般的な形で為されているため，倒答となって現わ

れた科目及ひ講義内容は必ずしも多くないことな，注意

しておきたい。

社教主事講習を受講して役立った講義内筏
昭和35-41年 7年間数字は回答数

4 表7

s 社会教育記長芸評議習を受講して役立ったこと
一昭和42年皮受d審者98名の回答 M.A.- 数字は淘答数

表7
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〔一般〕

・視野が広くなてコた

・多数の講師ーから多13街の話しをまくことができた
.統芸警の湾慣が身についた

・問分が人総約に成長したことがわかった

.知識・技術が身についた

・北大の先生に会号機会を得たこと

・とくに大学側講師の講義が充実していた

.今後の学習方向がつかめた

・分析的思考ができるよ号になった

・人生のある時点で綬線照ではあるが考える機会を持て

たこと

・独学では味わえぬ内容充実した~E講義により教えを受けた
.教育される場面のきびしさを感じた

・多少ながら鼠f雷をもつことができた
.人間教育に役立つ

・3号さ，需主さとの闘いによる根伎の養成
E社会教育〕
・社会教育の議婆笹を理解した

・社会教事著に関する会鮫約知識を体得した

.社会教湾立三撃の任務官理解した

・社会教脊の翌日難さを感じた

・生涯教育の;滋味がわかった

・社会教育主事をやってみたくなワた

山 54四
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(35 年〕
・グループ・ダイナミックス
.社会教資源論

・社会調査

・産業教育

・社会教育行財政

.視結党教符

-児 E童文化

・農漁村問題史

(36 年〕

・社会教育lii¥論

.後務党教育

・社会教湾行財政

.社会教稼史

.教育社会学

・社会心張学

(37 年〕

・社会教育原論

・グ，レープ・ダイナミ Yク1
.視草書党教育

・社会心潔学

・農村社会学

.都市社会学

・社会教湾史

・婦人児童量問騒5t:

.資少年教育

・成人教育

・鋒人数湾

.結婚と家庭

・織業訓練
・隠著書館
・文化財
(38 年]
・社会教育行財政



で行われている社会教育について知ったとの問答がなさ

れている。

〔人間関係〕では，いずれも受講生肉志の交流を指摘

しているが，それは，社会教育に熱意ある人と意見の交

換ができたこと，仲間意識の形成，道内各分野の活動家

と交わることがで、きたこと，社会教育担当者，社会教育

に関心をもっ教員と討議ができたこと，社会教育に意欲

をもっ先輩，友人ができたことなどとなって現われてい

る。

ここで注意、しておかねばならぬことは.42年度に初め

て受講をみた農業改良普及員の所感である。普及員15名

からの回答をみると.1普及率業と社会教育の関連理解J.
「農業技術普及が教育的に波及することが必要J.1普及

事業に役立つJ.1関係機関の仕事の分聖子を知ったjなど

の事項があり 1この研修をもとに農村問題と取りくみ

たいム「人間社会開の連帯!惑を深めたjなどの戸もあ

る。さらに社会心理学中のグループ・ダイナミックス，

社会教育演習における新しい教育機械の操作〈オーバー

ヘッド・プロジzター，ビデオ・テープ・レコーダー，

カノレパースライド〉なども新しい経験であったようであ

る。ともあれ，農業改良普及員の本講習受講は新しいケ

ースとして，本講習の前途にも，また農村における今後

の社会教育の発展にとっても意味あることと思われる。

かれらが社会教育関係者と本講習で知己となり得たこと

も見逃してはならぬことであろう。

社会教育指導者とその養成に関する諸問題

1
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-社会教育の仕事に生滋を持ちだい

.社会教育の指導体系が潔解できた

.社会教育と社会の動きを知った

〔学校教育〕

・学校教育と社会教育の関途抱控室

・講義i主学校教育の場にも応用できる

・生徒の生活指導，進路指導に役立つ

.定時制翁校教育機進上にプラス

・視聴覚教育が現在の学校教育に欠けていることを知る

.学校の教事苦領域の抑え方

〔内容〕

・青少年教育の方向づけができた

.レポートの作成が勉強になった

・後期中等教育の議婆性を理解した

.PTA活動，母綴学級の指導助言に役立つ

.普及率業と社会教育の関速を緩解した

・脅少年，農村婦人教育にある程度役立つ

.地域に残留して就織する脅少年の問題

・地域脅年との逮傍に一つの柱ができた

.予雪年学級での話し合いに役:iI.つ

・成人教育の方向つ1ナ

・家庭教育にも役立つ

• s量業技術普及が教育的に波及することが必要
.普及率業に役立つ

・関係機関の仕事の分野を知った

・地域社会に対する情報宣伝活動と分析

.統計と社会務査の重要性

・調査分析の方法

2

2

1

1

1

1

1

1

1

1

 

-社会教育演習

・集団の機能と育成法(グループ・ダイナミックス〉

.社会教育概論

・科学・技術

・視聴覚教育

・教育機械の操作と効果

・体育実技

・食業内教育

・文化財の保護

・見 学

(人間関係〕

・受講生悶志の交流

議習に対す~要望

以上，社会教育主事講習の効果郎ちプラスの面と思わ

れるものを調べてきたが，つぎに講習に対する受講者の

希望を併せ調べて反省のための掻としなければならな

L 、。

1 昭和41年度

まず昭和41年度における受講者の希望をみてみること

にしたい。(表7-6)

3 
8 

表7-5の分析を試みると. (一般〕では，受講によ

る人間的成長の自覚と読書の習慣を身につけ得たことな

どが目立つo 言電警の習慣についていえば，議潔期間中に

書物を読む畷ができたこと，講義の際示された参考文献

を読むようになったこと，多数のレポートを作成したた

め本を読む必要を生じたことなどが理由として挙げられ

よう o またレポート作成は穀初負担であったが後に非常

に役立ったとの述懐に接することができた。

〔社会教育〕では，受講したことにより真に社会教脊

主事の任務を理解したこと，社会教育主導主をやってみた

くなった等の所j惑が述べられている。

〔学校教育〕で‘は，学校教事専と社会教育の関連把援が

震安であるが，それは問者の相補投狸解，学校教育と社

会教育は王手の雨輸，向者の運営上の接点を理解，社会教

脊との一体性，後期中等教育の夜り方を理解，学校教育

の中に社会教育の重要性を浸透させることの必要などの

戸となって現われている。また定時制高校教脊との関係

では，定時制高校教員から定時制生徒の社会環境とそこ

表1-6 社会教育主事議習についての希望
一関和41年度受講者39名の回答 M.A.- 数字は沼答数

め

4

4

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

。ι〈〔講義内容〕

・講義内容の重複あり

・実際指導函に必要な知識をとりいれよ

.新しい資料による現実的学習

・資料は十分jこせよ

・文献の紹介をせよ

.テキストにー箆散なし

.無益な内容も若手あり

.全体的に難かしL、

・荷少年教育，婦人数湾に時間をかけよ

.交通安全教育をとりあげよ

・老人教育をとりあげよ

・政治，経百専の謙譲がほしい

・接遇，立党f号，広報の技術を入れよ

に
J
p
h
ノ
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-社会教育法，関係法授をつっこんでやってほしい

.一般教養な多〈せよ
表 7-7 講習に対する希望 (41年度， 42年度の比絞〉

・社会教育施設の論議l土現在の5分の 1でよい

じ# 臣官〉
・ボラ yテイアの体験を還した講義を謹む

.俄から講締を避け内容的lこ掘り下げよ

・5草締の講義慾/ll'に問題あり
・講演調は限る

〈方法〉

(6) 

2 

1 

C16) 
-ダイスカツVヨy ・7ークVヨツプ，淡留を中心、;こせよ 7 

・3寝技， 笑望号がほしい 4 
・科目iJUC資少年，婦人，成人，視聴覚教育等〉に専攻
させる方法をとれぬか 2 

・演習は社会調査.団体指導，視線党教育をぜひほしい

・青年，締入団体との燦談会を入れよ

・主主総2言語(百時間1軍事l笠iこせよ 1 

〈試験) (3) 

-形式ばかりの試験，レポートは無駄 2 

-レポ-fも終わってみるとよかった 1 

〈見学) (5) 

.見学を多〈とってほしい

・社会教育活動の実際をみたい

・札幌近郊の社会教育活動をみたい

.特色ある干中学研究の現実をみたい

・脅年の家での研修受講を希望 1 

〈受講生) ~) 
.現場出身者と学校教部のズレが最後まで討議の大きな

際警となる

・学校教師の中には免許をとればど号でもよL、とトう態

度の人があり苦言掛jにとりくんだ人に迷惑をかけた 1 

乙 ;罪穏期間(4)

.d毒留期間を災〈せよ

.ii薄湾修了者に係学習の機会を与えよ 1 

(1学生) Gl 
'1詔泊施設の認なしてほしい 2 

.もっと大きくて明るい持者際があればよL、

受講者の希裂を，講義内容，講師i，方法，試験，見学

受講生，厚生，講習期間等に分類してみた(回答数合計

62)が，中でも多数を占めたのは講義内容と方法とであ

った。講義内容では，講義の君主主主是廷を望むものと，実

際指導蘭に必婆な知識をとり入れることを望むものがみ

られた。また方法では演習，実技，実務，討議当事を要望

する声がとくに顕著であった。 (2) (表7 n 
ii 昭和42年度

つぎに省令改正後新しい制度による昭事P42年度講習に

ついての希望内容を検討してみよう。

講義内容に関するものがもっとも多く，以下方法，試

験，講師，講習期間，見学，受講生，厚生の)1際につづい

ている。(表7-7)

前年度に比較してその割合が増加したものは F試験J
(13.3%)であり， 1方法Jはやや憎し (29.5%)，講義

内容は減少している。 (31.2%)

さらに表7-8にもとづき， 42年度講習に対する希望

を各項目について詳細に調べてみよう o

I 講義内容 講義内容の重複，講義内容の掘り下

げ，社会教育の実践例を示すことなどが目立つ。また取

りあげる科白としては「社会心理学jが記されている。

-56-

41 年 度 42 年 度
背3 塁塁

厨答数 % 問答数 % 

議義内容 23 57.1 54 31.2 

E葬 郎 8 9.8 14 8.1 

方 法 16 26. 9 61 29.5 

試 綾 5 4.8 n 13.3 

見 学 5 8.1 5 2.9 

受講生 2 3.2 5 1.7 

j学 主ミ 5 4.8 5 1.7 

議 wlJIII nu 4 6.4 11 6.4 

9 5.2 

62 100.0 173 100.0 

表 7-8 社会教育主芸評議習についての希望
一昭和42年皮受講者98名の溜答 M.A.ー数字l土問答数

C議事室内容) (5~ 

・講義内容の議後を盤強せよ 9 

・講義内容を掘り下げよ S 

.社会教育の実銭例を示してほしい

・実際の社会教育と給びついた講義をせよ

・小きざみすぎて全体の流れが理解できぬものもあり 2 

.実践科目を多く取り入れよ

・魅力ある講義がほしい

・思いつきの内容の講義もある

.内容の都合に時間がJil.りない

.指導著書的なものを紹介せよ

・テキストを1術にせよ

・社会教育における主主要方策を打ち出せ

・社会の進展と社会教育の在り方について掘り下げよ

.社会教育と学校教脊との関係をもてコと深く示ぜ

・北海道産業の皮議とこれに伴ラ人間の祷成

・符少年教育における怒怨動向の解明と将来のピジヨシ

・御幸車党教材をもっとほしい 1 

く以下多くとりいれることを婆望〉

・社会心lID.~(;を多くとりいれよ 5 

・心漣学 2 

・社会学 2 

.資少年心主主'苧

・繁簡の心強
・文化財

. ~司著書織に叩いての講義

.文化振興関係の内容

.i'i'学をとりいれよく社会教育とイデオ口ギーのからみ

あいについて思紫合深めるため

〈 講師(14)

.大学関係者の講義に主力をぬ?

・5審締を精選せよ 5 

・現戦社数~害事との認し合いを望む 5 

• 1科自 1日 2名程度の講師で担当せよ
・実際家の認しがききたい

・~際家の話しに残るものが少ない i 

〈方法 (51)

・若者習の待問を多くせよ 12 

・実技，笑潔を多くせよ B 

-討議の機会を多くせよ 8 
・νクEエ-vヨY.体資実技を多くせよ
・演習の効果的学潔法を検討せよ

・体育，vクの時限配分を考慮せよ 2 

. ~草地実滋がほしい

・視聴:設教育笑習を多くせよ



社会教育指導者とその主義成に関する諸問題

-グループ研究が必要

"1苗f告をともにし，共間研修の機会を多くとること
.質疑応答の時間がほしい

・体湾， νクの待問は縫潔のはじめに入れることカL人

間関係!向上の上にも役立つ

・スポーツを毎日初日5日分計爾せよ

・人員増に応じて脅少年，締人などの部会に分けること

が必要

・人数を波らして受講生向志，議鮒との交流を深めよ

・主要害講習と主著書械講習に分けてはど告か 1 

C試験) ~~ 

・レポート提出の在り方に一考を婆す 22 

・νポートは学i!il窓欲の点からみて必要 1 

〈見学 (5)

・見学は参考になったので，来年もぜひ笑泳せよ

・社会教蒋純殺の見学を多くせよ

・覆立青年の家を見学したし、

・見学l主古lすたしのよ吾な内容で残念 1 

・施設見学の際iこは事前に醇f修が必聖書 1 

〈受講生(3)

.市町村教委からの参加者の一部の者の態度に問題あり

・資務だけをとろうとする一部の教員が葉樹な学潟努関

空Iを阪苦手している

・主主方より参加し多額の経費を注ぎこんだものl主主主気

込みがちがう 1 

C講習期間) (11) 

・講習期際を延期せよ 4 

.立韓関終了後も研修の機会がほしい

・郊際が長くても，ゆとりのある時間紛をfrってほしい
・期間を前期 (8月〉後期く1月〉に分けよ

・8月中に実践せよ

・時期は!{よりも冬がよい

〈恩叫 (3) 

"1京しい教遂で学認したし、 2 

・講義芸誌を考慮せよ 3 

〈その他宮〉

・1ケジュールのつまりすぎは一考を婆す 2 
・土濃日は午前中で終了し，午後は自習の時間にあてよ 2 
・出席の取り方に一考を婆す 2 

・事情が許せば毎年でも受講したし、 1 
・受講中には先生を恨んだ古L今はなつかしい 1 

・大いに勉強させることが必要 1 

備考他に「満足J(6名〉があった.

「小きざみすぎて全体の流れが理解できぬものありjと

の戸もあったが，これは社会教育特殊講義中の小科目 7

科自に対する配当時間が少ないので，とくにその感を深

くしたとも思われ，日程の短縮されたことと相まってや

むを得ない事情であると考える。

11 講師 講師陣の編成は大学側27名，文部省 l

名，道教育委員会7名，北海道庁2名，その他4;s.言十

41名に及んでいるが，これに対して，大学関係者の講義 VI 受講生 受講者の学習態度について，社教現場

に主力を震け，議闘を精選せよとの戸が目立つ。 職員，学校教員それぞれの立場から互いに批判の戸があ

III 方法 この年度から社会教育演濁(1単位〉が った。

実施されたが.(前年度まではワーク・ショップの形態を VII 講習期間 期間を延長して内容を充実せよと

とった〉演習時間の増加を望む戸が多く，さらに実技， いうものや，講習終了後も研修の機会を要望するものな

実習，討議の機会に対する希裂が多い。また演習の効果 どがみうけられた〈九

的学習法についても要望が出されている。

IV 試験 42年度はレポート提出についての婆撃が

緩めて多くなっている。各講師ごとに400字程度のレポ

{ト課題が出され，この方針は昭和35年度から一貫して

表 7 9 レポートに対する要望

昭和35年 -

36年一

37年 νポートの提出にi皐われた 2 

38年一

39年-

40年 レポートは毒貴重重要な科目だけにせよ

41年 形式だけの滅験， νポートi主総駄
42年 νポート提出の議り方に一考を要す 22 

実施され，笑に8年間に及ぶが，この年度ほどレポート

提出に対する批判がなされたことはない。その内容は，

総括的テーマを与えて論文を脅かせれば十分とするもの

や科目 1~2 本程度のレポートでよいとするものや

種々であるが，要するにνポート数を減らしてほしいと

いうのが本音であろう。なお累年のレポートに対する希

望件数を示せば表7 9のとおりである。 42年度におい

て極端に増加をみたのは，おそらく期間の短縮にもかか

わらず，社会教育特殊講義中の小科目が増加したため，

例年よりもレポート数は減少せず，受講者にとって負担

に感じられるようになったものであろう o また調査の時

期が講習終了磁後であったため，この年度の受講者にと

っては，とくに生々しい印象を与えたともいえよう。そ

れにしても今後検討を要する問題であるとd忠弘

V 見学 5件の希望が出されている。見学は毎年

実施しているが.35年以降の見学箆所を示すとき受7-10

のとおりである。

表7-10 社教主事講習見学箇所一覧

年 皮 見 学 箆 所

昭和35年 広島村校教主量殺， NHK，朝日新開北海道支社，雪印
乳業，北幾機

36年 会問視聴覚教育研究大会参加，北海i菌総合職業訓練所
く小縛I打〉

37年 富士製鉄(寒蘭rlj)， HBC，道総合職業訓練所
38年 75，j、牧工業浴，日本ライヒホルト，校倉組(苫小牧市〉
39ij二 s誼立下寺寺iの主主 Ce!f!ll市)， ;誼立礼線級業員11/練所
4日年 t:i小牧工業洛， ミE子製紙 C;吉小牧市)， 札幌職業.il11緑、

話庁

41年 小樽市博物線，三馬ゴム， NHK，札幌職業訓練所

42ijo 道:1l.殴誉総く江2IUTtj)，札幌市綾業センタ「 札機職
業訓練所，北大医学部アイヌ機本議

く注〉
く1) 注社会教育主事講習など規程の改正について，その背設立立びに議

務内容等改訂の毒事情については，中磁貞夫「今年の社会教脊主事講

習J(雑誌「社会教育j昭和42年 7月号〉を参照されたい。
仁2) 昭和41年度のワーク "V，ョyプは， (1)成人教育， (2)脅少年教

ヴ

fRJ
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持， (o)社会教育胞設活動の5分科会tこ分って実自もされた。

く3) 社会教育際係職員の研修に当たって一番の潔趨は研修の成泉の磁

みあげに欠けることであるとの指揺がある。二宮徳潟「社会教育J
(昭和42年)154頁参照。

む す び

以上述べてきたところを要約すると，社会教育主事議

寝の利点は，多数の社教主考察を養成してきたこと以外

に，社会教育の啓蒙普及，受講者の同志的結合，受講者

が多くの講師逮を知り得て，その後の活動に使笠を得た

ことなどを挙げることができょう。

しかし本講習も現在一つの転機に立っているといえ

る。カを備えた社教主事'a::育てるためには，多くの方策

が考慮されなければならぬ。その第一は受講者の精選で

あり，第二は充実した講義内容と効果的な教育方法が採

用されることである。現在の社教主事講習には，日程，

科目上等稜々の告Ij約があるとはいえ，この枠内でより良

い内容を持った講習にしていかねばならぬ。第三に資格

取得後，社教主事としての綴場が確保されなければなら

ぬ。そして社教主事も含めて受講者の現職教育，干等教育

の実施が考慮される必要がある。

また現職の社教主事については，適切な活動方向を打

ち出すとともに， ~晃夜校教主事の霊まかれている立場を充

分検討して，そこに所在する問怒を解決して， i働きやす

いように配慮すべきことが肝姿である。

それと同時に本格的な社教主事の養成法のーっとし

て，社教主導手の身分向上の上からも大学における社会教

育専攻学生の養成も将来の援要な課定重であると思われ

る。

本稿作成に当っては社会教育主事受講者をはじめとし

て，北海道教育委員会社会教育課，その他の方4に非常

にお世話になった。深く謝意を表する次第である。
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